
海
南
市
の
財
務
諸
表

新
地
方
公
会
計
制
度
に
基
づ
く
財

務
諸
表

「
公
会
計
」
と
は
、
民
間
の
会
計

制
度
で
あ
る
「
企
業
会
計
」
に
対

す
る
、
国
を
含
め
た
公
共
部
門
の

会
計
制
度
で
、
地
方
自
治
体
の
財

務
状
況
を
示
す
書
類
と
し
て
は
、

地
方
自
治
法
に
定
め
ら
れ
た
決
算

書
類
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
、
一

年
間
の
現
金
の
出
入
り
を
対
比
し

て
単
式
簿
記
で
処
理
し
た
も
の
と

な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
方
法
は
、
現
金
の
流
れ
を

説
明
す
る
こ
と
に
主
眼
が
置
か
れ

て
お
り
、
毎
年
度
の
予
算
執
行
で

照
表
、
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
、
純

資
産
変
動
計
算
書
、
資
金
収
支
計

算
書
）
を
、
普
通
会
計
ベ
ー
ス
及

び
連
結
ベ
ー
ス
で
作
成
し
ま
し
た
。

連
結
ベ
ー
ス
で
の
財
務
書
類
を

作
成
し
た
目
的
は
、
地
方
公
共
団

体
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
は
多
様
な
関

係
団
体
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
て
い

ま
す
が
、
地
方
公
共
団
体
と
そ
の

関
係
団
体
を
連
結
し
て
ひ
と
つ
の

行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
主
体
と
し
て

と
ら
え
、
公
的
資
金
な
ど
に
よ
っ

て
形
成
さ
れ
た
資
産
の
状
況
、
そ

の
財
源
と
さ
れ
た
負
債
及
び
純
資

産
の
状
況
、
さ
ら
に
は
行
政
サ
ー

和
対
策
住
宅
資
金
貸
付
事
業
特
別

会
計
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

貸
借
対
照
表
（
表
２
）

住
民
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た

め
に
保
有
し
て
い
る
財
産
（
資
産
）

と
、
そ
の
資
産
を
ど
の
よ
う
な
財

源
（
負
債
及
び
純
資
産
）
で
賄
っ

て
き
た
か
を
総
括
的
に
表
し
た
も

の
で
す
。
左
側
に
資
産
、
右
側
に

負
債
及
び
純
資
産
を
表
示
し
て
い

ま
す
。

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
（
表
３
）

資
産
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い
人

的
サ
ー
ビ
ス
や
給
付
サ
ー
ビ
ス
な

ど
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
伴
う
コ
ス

ト
と
、
使
用
料
・
手
数
料
な
ど
の

収
入
を
表
し
て
い
ま
す
。
今
ま
で

の
決
算
書
類
な
ど
で
は
補
足
で
き

な
か
っ
た
減
価
償
却
費
な
ど
も
計

上
し
て
い
ま
す
。

連 結

海南市全体

第三セクターなど一部事務組合公営企業会計特別会計普通会計

・海南市土地開発公社

・㈱まちづくり海南

・下津リゾート開発㈱

・㈳海南市社会福祉事

業団

・㈳海南市社会福祉協

議会

・県市町村総合事務組合

・県後期高齢者医療広

域連合

・県地方税回収機構

・海南海草老人福祉施

設組合

・海南海草環境衛生施

設組合

・国保野上厚生病院組合

・五色台広域施設組合

・水道事業会計

・病院事業会計

・港湾施設事業特別会計

・簡易水道事業特別会計

・国民健康保険特別会計

・老人保健特別会計

・後期高齢者医療特別会計

・介護保険特別会計

・一般会計

・産業廃棄物処理事業

特別会計

・同和対策住宅資金貸付

事業特別会計

海南市の連結対象会計（表１）

社
会
資
本
整
備
に
投
資
さ
れ
た
蓄

積
と
そ
の
た
め
に
抱
え
て
い
る
負

債
と
い
っ
た
ス
ト
ッ
ク
情
報
や
、

行
政
情
報
提
供
の
た
め
の
コ
ス
ト

情
報
が
わ
か
り
ま
せ
ん
。
そ
こ
で
、

こ
れ
ら
を
補
完
す
る
た
め
、「
発

生
主
義
、
複
式
簿
記
」
に
よ
る
企

業
会
計
的
な
手
法
を
導
入
す
る
動

き
が
広
ま
っ
て
い
ま
す
。

本
市
も
、
総
務
省
の
「
新
地
方

公
会
計
制
度
実
務
研
究
会
報
告

書
」（
平
成

年

月
）
に
お
け
る

１９

１０

総
務
省
方
式
改
訂
モ
デ
ル
に
基
づ

い
て
、
平
成

年
度
決
算
に
か
か

２１

る
次
の
財
務
書
類
４
表
（
貸
借
対

ビ
ス
に
要
し
た
コ
ス
ト
、
資
金
収

支
の
状
況
な
ど
を
総
合
的
に
明
ら

か
に
す
る
た
め
で
す
。
本
市
で
は
、

表
１
の
会
計
が
連
結
対
象
と
な
り

ま
す
。

普
通
会
計
と
は

個
々
の
自
治
体
が
設
け
て
い
る

各
会
計
区
分
の
範
囲
が
異
な
っ
て

い
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
財
政
状

況
の
比
較
が
困
難
な
た
め
、
地
方

財
政
統
計
上
統
一
的
に
用
い
ら
れ

て
い
る
会
計
区
分
で
す
。

本
市
で
は
、
一
般
会
計
、
産
業

廃
棄
物
処
理
事
業
特
別
会
計
、
同

純
資
産
変
動
計
算
書
（
表
４
）

純
資
産
（
正
味
の
資
産
）
が
そ

の
年
度
中
に
ど
の
よ
う
に
増
減
し

た
か
を
表
し
ま
す
。
平
成

年
度

２１

で
は
、
普
通
会
計
で
は
４
億
円
、

連
結
ベ
ー
ス
で
は
６
億
円
増
加
し

て
い
る
の
が
わ
か
り
ま
す
。

資
金
収
支
計
算
書
（
表
５
）

現
金
の
流
れ
を
示
す
も
の
で
、

収
支
を
性
質
に
応
じ
て
区
分
し
て

表
示
す
る
こ
と
で
、
ど
の
よ
う
な

活
動
に
資
金
を
活
用
し
た
か
を
表

し
て
い
ま
す
。

問
い
合
わ
せ

企
画
財
政
課

（
☎
４
８
３
‐
８
４
１
０
）

貸借対照表（表２）

貸方借方

連結普通会計連結普通会計

負債（将来世代の負担となる債務）資産

４６２億円３３２億円固定負債１，０８１億円８９０億円公共資産

地方債、退職手当引当金など道路、学校、公園など

６５億円３０億円流動負債３６億円２６億円投資等

翌年度償還予定額、賞与引当金など基金、出資金、貸付金など

６４３億円５６２億円純資産（現在までの世代の負担）５３億円８億円流動資産

資産から負債を引いた残額のことで、現
在までの世代が負担した正味の資産です

３２億円３億円うち歳計現金

財政調整基金、未収金など

１，１７０億円９２４億円負債及び純資産合計１，１７０億円９２４億円資産合計

連結普通会計

８０億円４０億円経常的収支

毎年度継続的に収入、支出
されるもの

△ １６億円△ １３億円公共資産整備収支

資産形成や投資、貸付金な
どの収入、支出など

△ ６２億円△ ２８億円投資・財務的収支

地方債、借入金などの収入、
支出など

２億円△ １億円当期収支

３０億円４億円期首資金残高

３２億円３億円期末資金残高

連結普通会計

６３７億円５５８億円期首純資産残高

△２４９億円△１８２億円純経常行政コスト

２５５億円１８６億円財源調達

０億円０億円その他

６４３億円５６２億円期末純資産残高

連結普通会計

７５億円４７億円人にかかるコスト

人件費、退職手当など

８５億円５６億円物にかかるコスト

物件費、維持補修工事費、減価償
却費など

２３０億円８２億円移転支出的なコスト

他会計への支出、社会保障給付
など

４１億円４億円その他のコスト

４３１億円１８９億円経常行政コスト

１８２億円７億円経常収益

使用料、手数料など

２４９億円１８２億円純経常行政コスト

経常行政コストから経常収益
を差し引いた純粋なコスト

備考連結普通会計項目

資産合計／人口２，０５５千円１，６２３千円市民１人当たりの資産

負債／人口９２６千円６３６千円市民１人当たりの負債

経常行政コスト／人口７５７千円３３２千円市民１人当たりの経常行政コスト

純資産／公共資産５９．５％６３．１％
社会資本形成の過去及び現役世代の負担率
公共資産のうち、これまでの世代によりすでに負担された割合

地方債残高／公共資産３４．０％３３．８％
社会資本形成の将来世代の負担率
公共資産のうち、今後の世代により負担される割合

海南市の資産と負債の状況

※市民１人当たりの額は、５６，９３６人（平成２１年度末人口）で計算

▼
▼

▼

▼
▼

▼

資金収支計算書（表５）

純資産変動計算書（表４）

行政コスト計算書（表３）

財務書類４表の関係

貸借対照表の純資産は地方公共団体の財源です

でに負担した部分となりますが、その増減を表し

たものが純資産変動計算書になります。

純資産変動計算書の純経常行政コストの明細書

が、行政コスト計算書になります。

資金収支計算書は、貸借対照表に計上されてい

る歳計現金の増減を表す明細書になります。

貸借対照表における資産及び負債、行政コスト計算

書における経常行政コスト（資産形成につながらない

行政サービスに伴うコスト）を市民１人当たりの額に

換算するとともに、道路や学校、公園などの社会資本

形成を表す公共資産の世代間の負担割合を算出しまし

た。


